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国際的な事業を展開する日本企業が戦略的に紛争解決制度を活用する動きに加え、2024 年の仲裁法の改
正やシンガポール条約加盟などを通じた国際仲裁や国際調停に対する関心が高まる中で、日本企業が国
際仲裁の当事者、特に申立人となる例も増えている。 

本シリーズでは、三浦法律事務所で国際紛争解決を手掛けるメンバーが、日本企業を取り巻く国際仲裁
の動向について 4 回にわたりご紹介する。 

 

【日本企業を取り巻く国際仲裁の動向】 

① 紛争解決 INSIGHTS Vol.2：仲裁法改正など法制度からみる仲裁実務動向 
② 紛争解決 INSIGHTS Vol.3：訴訟ファンドの活用動向 
③ 紛争解決 INSIGHTS Vol.4：日本商事仲裁協会（JCAA）仲裁の特徴 
④ 紛争解決 INSIGHTS Vol.5：ESG 関連紛争 

目次：① 仲裁法改正など法制度からみる仲裁実務動向 

1. 仲裁関連法の改正 

2. 日本企業による活用拡大と仲裁実務の展開 

3. 裁判所での仲裁関連事件の審理 

1．仲裁関連法の改正 

2017 年に政府がいわゆる「骨太の方針」において日本における国際仲裁の活性化にむけた基盤整
備を掲げて以降、我が国では仲裁振興に向けた法整備が急速に進展してきた。例えば、2020 年に
は外国弁護士による法律事務の取り扱い等に関する法律が改正され、外国法資格の弁護士が日本に
おける国際仲裁に関与できる範囲が拡大された。2023 年には、改正前の UNCITRAL モデル仲裁法
（1985 年）に基づいていた仲裁法を、UNCITRAL モデル仲裁法（2006 年）の内容を盛り込む形で
改正するとともに、シンガポール条約と呼ばれる調停による国際的な和解合意に執行力を与える条
約を批准し国内における実施法を整備するなど、国際的な紛争解決制度の実効性を高める法整備が
次々と行われている。 
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2024 年に施行された改正仲裁法における改正の要点は、次のとおりである。 

• 仲裁廷による暫定保全措置命令の範囲・要件の明確化 
• 仲裁廷による暫定保全措置命令に基づく強制執行を可能とする制度の創設 
• 仲裁合意の書面性要件の明確化 
• 仲裁判断及び仲裁廷による暫定保全措置命令を執行するための裁判所手続において、日本語に

よる翻訳文の提出義務を緩和 
• 裁判所における仲裁関連事件について、東京地裁・大阪地裁に競合管轄を付与することで、こ

れらの裁判所への仲裁関連事件の集中化を促進 

2. 日本企業による活用拡大と仲裁実務の展開 

近年、ICC や SIAC など主要な仲裁機関での日本企業の利用件数がトップ 10 に入るなど、日本企業
による国際仲裁の戦略的な活用が活発化している。 

国際仲裁や海外裁判所での経験を有する日本企業も増え、ときにその苦い経験から、紛争が生じる
前に紛争に備えることの重要性を再認識し、契約締結時点で紛争解決条項にも十分な検討を加える
という実務も一般化しつつある。 

こうした積極的な紛争解決手続の活用を支える関係専門家の連携も進む。UNCITRAL などの国際機
関や ICC、SIAC など数多くの海外仲裁機関の参加を得て、2024 年には初めての試みであった日本
国際仲裁ウィーク（Japan International Arbitration Week）が成功をおさめた例に代表されるよう
に、政府、企業、仲裁機関、国内外の仲裁実務家（弁護士、仲裁人、専門家証人、訴訟ファンドな
ど）の間での継続的な連携も強化されている。2025 年の日本国際仲裁ウィーク（Japan 
International Arbitration Week）は 11 月 25 日から開催予定だ。 

3. 裁判所での仲裁関連事件の審理 

仲裁事件における日本の裁判所の役割の重要性も忘れてはならない。裁判所は、仲裁判断の執行や
取消し、仲裁廷による暫定保全措置命令の執行などの場面で仲裁制度を支える存在である。改正仲
裁法は、この機能を東京地方裁判所と大阪地方裁判所に集中させることで、我が国における裁判所
の国際仲裁への専門性を高めることを図っており、今後、さらに審理の充実及び迅速化が期待され
る。 

裁判所の側でも、このような政策に沿って、仲裁関連事件の審理体制を整えるためのさまざまな工
夫が図られている。例えば、東京地方裁判所では、2022 年に新設されたビジネスコートが仲裁関
連事件を集中的に審理している。ビジネスコートは、仲裁関連事件において、予見可能性や法的安
定性の確保の要請に応えるべく、国際的な解釈基準を参照することを意識している。例えば、我が
国は外国仲裁判断の執行にかかるニューヨーク条約の加盟国であり、仲裁法における仲裁判断の執
行に関する規定もニューヨーク条約に基づく内容であることに鑑み、仲裁判断の執行決定申立事件
においては、国際的な仲裁関連団体である International Council for Commercial Arbitration

（ICCA）が公表している「ICCA による 1958 年ニューヨーク条約の解釈のためのガイド（ICCA's 

https://www.moj.go.jp/kokusai/kokusai03_00028.html
https://cdn.arbitration-icca.org/s3fs-public/document/media_document/ICCA_NYC_Guide_Japanese.pdf
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Guide to the Interpretation of the 1958 New York Convention）」などを踏まえた審理がなされてい
る。 

ビジネスコートが 2024 年に新たに受理した仲裁関連事件は 5 件であり、改正仲裁法下での実務に
ついてはさらなる判断の蓄積が待たれるが、日本の裁判所はおおむね仲裁に好意的な姿勢（pro-

arbitration）を示しており、仲裁判断は安定的に執行される傾向にある。2023 年、ビジネスコート
には仲裁判断の無効を求める事件が 2 件係属したが、いずれも同年のうちに速やかに却下されてい
る。 

日本の裁判実務でみられる和解勧試の手法は、仲裁判断の執行など仲裁関連事件でも用いられてお
り、裁判所の関与のもとでの和解による早期解決も期待できる。 
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本ニュースレターは、法務等に関するアドバイスの提供を目的とするものではありません。      
具体的な案件に関するご相談は、弁護士等の専門家へ必ずご相談いただきますよう、お願いいたします。                  
また、本ニュースレターの見解は執筆者個人の見解であり、当事務所の見解ではありません。 
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